
 
 

            電子情報通信学会との協力推進方策案の比較評価《素案》 

 

 

 

 

 シ  ナ  リ  オ  

１：「連絡協議会」 ２：「共同体」 ３：「統 合」 No 項 目 
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基本事項 

①｢基本概念｣ 

②｢組織面｣ 

③｢運用面｣ 

④｢学会/会員｣立場 

 

 

①｢電気･通信系関連学会連絡協議会｣ 

②両学会原組織の上に｢協議会｣を設置 

③対外折衝,学会間調整を推進 

④相互に会員資格を認証し特典を享受 

 

 

①電気関係学会を束ねる(日本工学会の電気版) 

②｢共同運営｣により共通化･共有化を図る 

③学会間での共同運営事業の推進 

④相互に会員資格を認証し特典を享受 

 

 

①｢完全統合｣…学会活動～経営／事務局含 

②(従来からの)各部門･ｿｻｲｴﾃｨが活動の中心 

③部門自律的運営を強化推進 

④部門に跨ったより広い分野の情報収集が可能 

 

2 

 

 ﾒﾘｯﾄ･ﾃﾞﾒﾘｯﾄ 

 

○学会間の意見調整が容易となる 

○内外との折衝は一手引受け可能となる 

△連絡協議会の運営負担を要す 

 

◎学会間のﾊﾞﾘｱｰが低下し多数学会の連合が可能 

○内外との折衝は一手引受け可能となる 

△事務局等が屋上屋となり経営効率面で不利 

 

○国際化対応,JABEE 対応等の高効率化 

○内外との折衝は一手引受け可能となる 

3 呼称( 仮称)    【例】｢電気電子情報通信学会｣または｢電気・通信学会｣ 

Institute of Electric and Electronics Engineers of 

Japan (IEEEJ)？ 

4 基本理念 ｢電気に関する学理…｣｢電子工学及び情報

通信に関する…｣夫々が明確に有してた。 

｢電気に関する学理…｣｢電子工学及び情報通信に

関する…｣夫々が明確に有してた。 

｢電気・電子・情報・通信に関する…｣＋αとして 

広範な電気技術の括りが出来る。 

5 会員ｻｰﾋﾞｽの向上⇔ 

会費負担の問題 

 

○相互会員ﾒﾘｯﾄは享受可能と出来る。 

△複数学会所属会員は会費重複支払い 

△他学会分野の情報入手に限界あり 

○相互会員ﾒﾘｯﾄは享受可能と出来る。 

○広範情報が経済的に入手可能／多岐部門会員 

○複数学会会員会費の割引可能 

◎広範情報が経済的に入手可能／多岐部門会員 

◎複数学会加入会員の会費は低減可能 

 

6 学会活動の活性化 

 

○研究会,部門大会ﾍﾞｰｽの共同開催は可能 

 

○研究会,部門大会ﾍﾞｰｽの共同開催は可能 

○境界領域,複合分野での研究活動活発化となる

○共通学会誌を通じ情報共有化,活動活性化可能 

△部門経営力により活動も影響受ける 

◎境界領域,複合分野での研究活動活発化となる 

◎共通学会誌を通じ情報共有化,活動活性化可能 

○横断的な技術分野(例;技術史,ITS)で活動可能 

○ｱｼﾞｱ諸国からの入会先判断が判り易くなる 

△部門経営力により活動も影響受ける 

7 経営効率の向上 

 ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄ期待性 

 事務局統合適否 

 機械化知見流用 

△｢連絡協議会｣運営費が余計に必要 

△5～10 年後の少子化により経営困難化 

○共通設備投資(例;電子化対応)が容易となる 

○部門活動費を分離すればより独立会計強化可 

△共同本部費負担が重くなる 

△5～10 年後の少子化により経営困難化 

◎統一本部費負担が相対的に軽減できる 

○共通設備投資(例;電子化対応)が容易となる 

○部門活動費を分離すればより独立会計強化可 

○事務局のスリム化が可能 

△加入増がないと複数学会加入会員会費分減少 

8 事務局業務 △各学会事務局業務の保守性堅持の虞 ○両学会間の事務局業務の協調･共栄の可能性出 

△両学会間の事務局業務の整合化,集約化要す 

○事務局職員の適正配置･業務効率向上が必須 

△部門における事務局業務の負担が増える傾向 

（注）☆｢メリット・デメリット｣を◎(大変良い)→○(良い)→△(問題あり)で現状に対する優劣を比較評価した。 

電気学会誌 121巻 7号(2001)掲載 

（基本的考え方） 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾘｾﾞｰｼｮﾝにともなう我が国の産業構造や研究開発体制の変化，科学技術

創造立国を目指した研究ｼｽﾃﾑ改革の推進などに呼応し，将来の学会維持発展，

更には会員サービスの向上,学会活動の活性化,財政基盤の強化，国内外学会との

協力を促進する積極的戦略として電子情報通信学会と包括的な協力関係の推進

 


